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１【提出理由】

　連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況に著しい影響を与える事象が発生いたしましたので、金融商品取

引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づき提出するものであります。

 

２【報告内容】

(1）当該事象の発生年月日

平成25年３月21日

 

(2）当該事象の内容

　当社グループは、昨年５月に中期経営計画「GROWTH 2014」を策定し、社会インフラを担う企業グループとして経営諸施策

に取り組んできましたが、国内の電力インフラや通信インフラの需要が大幅に縮小し、短期的には回復の見込みが立たない

ことから、抜本的な固定費削減を目的とした国内基盤事業の構造改革を実行することといたしました。早期に基盤事業を安

定させ、デバイス事業や海外事業を中心とした成長分野への経営資源の配分を加速し、収益基盤を強化してまいります。

　この事業構造改革では、国内電力需要が低迷する電力システム事業については減損も含めたコスト構造の見直しを行い、ま

た、市場が縮小している国内民需向け通信ケーブル関連事業については、中核企業の１社である連結子会社（宮崎電線工業

株式会社）を解散し、国内基盤事業の規模最適化を図るとともに、免震等の成長分野への人員再配置を加速いたします。加え

て人員体制の早期適正化を図るため、グループ全体で早期退職優遇制度（45歳以上を対象に昭和電線グループで100名程度

の早期退職を募集）を実施いたします。

 

　当該施策の実施により、電力システム事業を中心とした固定資産の減損損失約40億円や人員合理化費用約７億円をはじめ、

拠点集約、子会社の解散等の費用として、合計60億円程度の特別損失を平成25年３月期に計上する見込みです。また、これら

の施策により、年間約14億円のコスト削減効果を見込んでおります。

 

(3）当該事象の連結損益に与える影響

　平成25年３月期連結決算において、事業構造改革に要する費用として約60億円程度の特別損失を計上する見込みでありま

す。
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